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事業費

活動指標

成果指標

個別評価
 本事業を市が行うのは妥当か。

 対象範囲や水準、手段は妥当か。

 事業を廃止・休止した場合の影響は大きいか。

 目的に対する成果は上がっているか。成果向上の余地はあるか。

 類似事業との統廃合はできるか。

 事業の上位目標である施策に貢献しているか。

 事業費削減の余地はあるか。

 人件費削減の余地はあるか。

 受益者負担の割合は適正か。

総合評価

 担当部局が総合的に判断した評価の理由・課題・今後の改善内容

平成29年度羽曳野市事務事業評価シート（平成28年度実施事業）
コード 641-01-01

事務事業名 平和意識の普及啓発事業
事務の種類 自治事務（義務的なもの）

連絡先 内線1054

担当部署名 市民人権部 人権推進課
予
算
科
目

会計 一般会計
総
合
基
本
計
画

施策目標 6 歴史・文化が息づき心身ともに躍動するまち 款

施策の方向 1 平和意識の高揚 目 市民協働費

対象（誰を・何を） 市民

総務費

施策 4 平和意識・人権尊重 項 総務管理費

28年度決算主な内訳

事業費 133 340 【事業費】
記念品代23千円
行政協力者謝礼50千円
日本非核宣言自治体協議会負担
金60千円

目的（どうしたいか） 市民に平和の尊さ、戦争の悲惨さを訴え伝えていくことにより、平和意識の高揚を図る。

手段（事業内容）
市民の平和意識高揚のため、『羽曳野市平和展＆人権展』、『平和ゲートボール大会』、『平和パネ
ル展』等を実施。
また、日本非核宣言自治体協議会及び平和首長会議を通じ、加盟団体と連携・協力した事業の実施。

人件費 1,846 2,592

総事業費 1,979 2,932

単位：千円 27年度決算 28年度決算 29年度当初予算

指標の説明 1年間で実施した主な平和事業の回数

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

うち市負担分 1,979 2,932

指標名 平和事業の実施回数（回）

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

1,350 1,350

参考数値

3 3 参加人数
【H28】
 平和展＆人権展約1,000人
 平和ゲートボール約50人
 平和パネル展約300人
【H29（見込み）】
 平和展＆人権展約1,000人
 平和ゲートボール約50人
 平和パネル展約300人

指標名 平和事業への参加人数（人）

指標の説明 平和の尊さについて考える機会につながった人数

効率性

事業費は適正である。

A人件費は適正である。

受益者負担はない。

市民が平和を実感し、安心して暮らすために、平和意識の高揚を図る取り組みを実施してきた。世界や日本をとりまく
社会情勢が変化しているなか、継続した取り組みがさらに必要である。

妥当性

妥当である。

A妥当である。

影響がある。

有効性

期待どおりの成果が上がっている。

A統廃合はできない。/類似事業はない。

貢献している。



1

3

1

7

事業費

活動指標

成果指標

個別評価
 本事業を市が行うのは妥当か。

 対象範囲や水準、手段は妥当か。

 事業を廃止・休止した場合の影響は大きいか。

 目的に対する成果は上がっているか。成果向上の余地はあるか。

 類似事業との統廃合はできるか。

 事業の上位目標である施策に貢献しているか。

 事業費削減の余地はあるか。

 人件費削減の余地はあるか。

 受益者負担の割合は適正か。

総合評価

 担当部局が総合的に判断した評価の理由・課題・今後の改善内容

平成29年度羽曳野市事務事業評価シート（平成28年度実施事業）
コード 642-01-01

事務事業名 人権擁護委員協議会事務事業
事務の種類 自治事務（義務的なもの）

連絡先 内線1054

担当部署名 市民人権部 人権推進課
予
算
科
目

会計 一般会計
総
合
基
本
計
画

施策目標 6 歴史・文化が息づき心身ともに躍動するまち 款

施策の方向 2 人権擁護に関する施策の充実 目 人権施策費

対象（誰を・何を） 市民

民生費

施策 4 平和意識・人権尊重 項 社会福祉費

28年度決算主な内訳

事業費 88 90 【事業費】
富田林人権擁護委員協議会羽曳
野市地区委員会助成金88千円

目的（どうしたいか） すべての国民に保障されている基本的人権を擁護し、また、人権意識の普及高揚を図る。

手段（事業内容）
法務大臣から委嘱された民間のボランティアである人権擁護委員が、人権相談所の開設を
はじめ、市内小・中学生への啓発活動や南河内地域の人権擁護委員及び羽曳野市と連携・
協力した普及活動に取り組んでいる。

人件費 3,322 5,925

総事業費 3,410 6,015

単位：千円 27年度決算 28年度決算 29年度当初予算

指標の説明 活動日数×人権擁護委員数

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

うち市負担分 3,410 6,015

指標名 人権擁護委員活動数（人）

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

3,249 3,400

参考数値

243 243 【H28】
各事業の市民の参加人数
　人権相談2人
　人権教室173人
　人権作文1,023人
　フェスタ人権540人
　市民フェスティバル1,000人
　講演会511人

指標名 人権擁護活動の普及（人）

指標の説明 各事業の市民の参加人数

効率性

事業費は適正である。

A人件費は適正である。

受益者負担はない。

人権問題は多様化しており、悩みを抱えた方に対する相談窓口の開設は、人権擁護の観点から大変重要なことである。
また、次世代を担う子ども達への啓発として、小学生への人権教室や中学生への人権作文コンテストを行っている。さ
らに、フェスタ人権の開催などさまざまな普及活動を行っており、今後も活動に対する助成が必要である。

妥当性

市が実施すべき義務的事業である。

A妥当である。

影響がある。

有効性

一定の成果は上がっているが向上余地がある。

B統廃合はできない。/類似事業はない。

大きく貢献している。
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事業費

活動指標

成果指標

個別評価
 本事業を市が行うのは妥当か。

 対象範囲や水準、手段は妥当か。

 事業を廃止・休止した場合の影響は大きいか。

 目的に対する成果は上がっているか。成果向上の余地はあるか。

 類似事業との統廃合はできるか。

 事業の上位目標である施策に貢献しているか。

 事業費削減の余地はあるか。

 人件費削減の余地はあるか。

 受益者負担の割合は適正か。

総合評価

 担当部局が総合的に判断した評価の理由・課題・今後の改善内容

平成29年度羽曳野市事務事業評価シート（平成28年度実施事業）
コード 642-02-01

事務事業名 総合相談事業（人権文化センター）
事務の種類 自治事務（義務的なもの）

連絡先 072-955-4556

担当部署名 市民人権部 人権文化センター
予
算
科
目

会計 一般会計
総
合
基
本
計
画

施策目標 6 歴史・文化が息づき心身ともに躍動するまち 款

施策の方向 2 人権擁護に関する施策の充実 目 社会福祉施設費

対象（誰を・何を） 市内在住・在勤

民生費

施策 4 平和意識・人権尊重 項 社会福祉費

28年度決算主な内訳

事業費 6,482 7,261 【事業費】　6,482千円
【大阪府総合相談事業交付金】
　　　 　　6,933千円
・人権相談関連
　　　 　　4,490千円
【委託料】
・総合相談業務委託料
　　　　　　6,482千円

目的（どうしたいか） 生活上のさまざまな課題に対して専門の相談員を常任し、問題解決を図る

手段（事業内容） 相談ができる常設窓口の開設

人件費 1,476 1,481

総事業費 7,958 8,742

単位：千円 27年度決算 28年度決算 29年度当初予算

指標の説明 1年間の相談件数

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

うち市負担分 3,468 4,252

指標名 相談件数（件）

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

1,093 1,200

参考数値

1,093 1,200 相談件数
【H28】
　　　　　1,093件
【H29（見込み）】
　　　　 約1,200件

指標名 相談件数（件）

指標の説明 1年間の相談件数

効率性

事業費は適正である。

A人件費は適正である。

適正な受益者負担である。

地域や個人の様々な状況に寄り添いながら、市民の抱える生活上の問題発見、解決のために継続が必要と考える。

妥当性

市が実施すべき義務的事業である。

A妥当である。

影響は大きい。

有効性

一定の成果は上がっているが向上余地がある。

B統廃合はできない。/類似事業はない。

貢献している。
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事業費

活動指標

成果指標

個別評価
 本事業を市が行うのは妥当か。

 対象範囲や水準、手段は妥当か。

 事業を廃止・休止した場合の影響は大きいか。

 目的に対する成果は上がっているか。成果向上の余地はあるか。

 類似事業との統廃合はできるか。

 事業の上位目標である施策に貢献しているか。

 事業費削減の余地はあるか。

 人件費削減の余地はあるか。

 受益者負担の割合は適正か。

総合評価

 担当部局が総合的に判断した評価の理由・課題・今後の改善内容

平成29年度羽曳野市事務事業評価シート（平成28年度実施事業）
コード 642-02-02

事務事業名 地域交流促進事業
事務の種類 自治事務（任意のもの）

連絡先 072-955-4556

担当部署名 市民人権部 人権文化センター
予
算
科
目

会計 一般会計
総
合
基
本
計
画

施策目標 6 歴史・文化が息づき心身ともに躍動するまち 款

施策の方向 2 人権擁護に関する施策の充実 目 社会福祉施設費

対象（誰を・何を） 市内在住・在勤

民生費

施策 4 平和意識・人権尊重 項 社会福祉費

28年度決算主な内訳

事業費 360 360 【事業費】　360千円
・講師謝礼　284千円
・教材費等　 76千円

【大阪府隣保館運営費等補助金】

　　　 　　6847千円
・地域交流促進事業交付金
      　　  201千円
・隣保館運営費交付金
　　　 　　6646千円

目的（どうしたいか）
地域間の隔たりを無くし、人と人とが各種の講習講座を通じて、ふれあい、認め合い、相
互に協力し合うことにより、人権意識を啓発し、人権尊重の重要性に対する市民の理解を
深める。

手段（事業内容） 各種講習講座の開催

人件費 5,275 5,268

総事業費 5,635 5,628

単位：千円 27年度決算 28年度決算 29年度当初予算

指標の説明 1年間で募集した人数

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

うち市負担分 5,434 5,427

指標名 講習講座募集人数（人）

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

76 84

参考数値

77 84 【雑入】
・講習講座参加費　91千円

指標名 講習講座申込者数（人）

指標の説明 1年間で申込された人数

効率性

事業費は適正である。

A人件費は適正である。

適正な受益者負担である。

実施している講習講座の内容がさまざまな人権問題解決の目標に達成できるように進める。講習講座の参加者が一部に
偏らないための工夫や配慮を行いながら地域交流の促進を図る必要がある。

妥当性

妥当である。

A妥当である。

影響がある。

有効性

期待どおりの成果が上がっている。

B統廃合はできない。/類似事業はない。

貢献度が低い。



1

3

1

6

事業費

活動指標

成果指標

個別評価
 本事業を市が行うのは妥当か。

 対象範囲や水準、手段は妥当か。

 事業を廃止・休止した場合の影響は大きいか。

 目的に対する成果は上がっているか。成果向上の余地はあるか。

 類似事業との統廃合はできるか。

 事業の上位目標である施策に貢献しているか。

 事業費削減の余地はあるか。

 人件費削減の余地はあるか。

 受益者負担の割合は適正か。

総合評価

 担当部局が総合的に判断した評価の理由・課題・今後の改善内容

平成29年度羽曳野市事務事業評価シート（平成28年度実施事業）
コード 642-02-03

事務事業名 人権文化センター管理事務事業
事務の種類 自治事務（任意のもの）

連絡先 072-955-4556

担当部署名 市民人権部 人権文化センター
予
算
科
目

会計 一般会計
総
合
基
本
計
画

施策目標 6 歴史・文化が息づき心身ともに躍動するまち 款

施策の方向 2 人権擁護に関する施策の充実 目 社会福祉施設費

対象（誰を・何を） 自立を必要とする住民

民生費

施策 4 平和意識・人権尊重 項 社会福祉費

28年度決算主な内訳

事業費 5,255 5,029 【事業費】　5,255千円
【大阪府隣保館運営費等補助
金】
　　　 　　6847千円

【委託料】
・人権文化センター管理業務委
託料
1,896千円

目的（どうしたいか）
人権啓発の推進及び地域福祉の向上を図るため①人権啓発及び人権文化に係る調査研究。
②市民の自主的活動の促進。③地域福祉の支援。等を実施する。

手段（事業内容） 人権文化センターを安全かつ適正に維持管理する。

人件費 8,102 8,034

総事業費 13,357 13,063

単位：千円 27年度決算 28年度決算 29年度当初予算

指標の説明 1年間に使用許可した件数

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

うち市負担分 6,711 6,417

指標名 人権文化センター貸館業務（件）

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

94 100

参考数値

97 100 Ｈ28貸館申請件数
　　　　　　　97件
使用件数(延べ人数)
94件(2,152人)
【雑入】
15千円
・電話工事キャッシュバック分

指標名 人権文化センター貸館業務（件）

指標の説明 1年間の館使用件数

効率性

事業費は適正である。

A人件費は適正である。

適正な受益者負担である。

施設の老朽化(築52年)及び耐震の問題から、施設の在り方について検討していく必要性がある。立て替えや耐震化の施
行をするなどの方向性を検討し、市民の利便性や安全面の確保及び事業経費の効率的かつ有効活用となる運営の方法を
検討する時期である。

妥当性

妥当である。

A妥当である。

影響がある。

有効性

期待どおりの成果が上がっている。

A統廃合はできない。/類似事業はない。

貢献している。
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事業費

活動指標

成果指標

個別評価
 本事業を市が行うのは妥当か。

 対象範囲や水準、手段は妥当か。

 事業を廃止・休止した場合の影響は大きいか。

 目的に対する成果は上がっているか。成果向上の余地はあるか。

 類似事業との統廃合はできるか。

 事業の上位目標である施策に貢献しているか。

 事業費削減の余地はあるか。

 人件費削減の余地はあるか。

 受益者負担の割合は適正か。

総合評価

 担当部局が総合的に判断した評価の理由・課題・今後の改善内容

平成29年度羽曳野市事務事業評価シート（平成28年度実施事業）
コード 643-01-01

事務事業名 人権啓発推進事業
事務の種類 自治事務（義務的なもの）

連絡先 内線1054

担当部署名 市民人権部 人権推進課
予
算
科
目

会計 一般会計
総
合
基
本
計
画

施策目標 6 歴史・文化が息づき心身ともに躍動するまち 款

施策の方向 3 人権教育・人権啓発の推進 目 人権施策費

対象（誰を・何を） 市民

民生費

施策 4 平和意識・人権尊重 項 社会福祉費

28年度決算主な内訳

事業費 555 543 【事業費】
人権啓発物品278千円
人権啓発パンフレット165千円
市民セミナー講師謝礼110千円

【特定財源】
府委託金275千円

目的（どうしたいか）
人権に関する知識を習得したり、偏見や差別に気づく感性を身につけるなど、市民の人権
意識の高揚を目的とする。

手段（事業内容）
啓発物品及び啓発パンフレットを企画作成し、市主催イベント、成人式等で配布したり、
また、市民向け人権セミナーを実施。

人件費 2,953 6,295

総事業費 3,508 6,838

単位：千円 27年度決算 28年度決算 29年度当初予算

指標の説明 啓発物品、啓発パンフレットを配布した数

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

うち市負担分 3,233 6,653

指標名 啓発物品及び啓発パンフレット配布数　（個、冊）

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

48 50

参考数値

4,000 4,000 H28
啓発物品2,000個
啓発パンフレット2,000冊
H29（見込み）
啓発物品2,000個
啓発パンフレット2,000冊

指標名 啓発パンフレットを受け取った人の関心度や理解度（％）

指標の説明
啓発パンフレットを受け取った人へのアンケートによ
る、人権問題についての関心や理解が深まった人の割合

効率性

事業費は適正である。

A人件費は適正である。

受益者負担はない。

人権が尊重されたまちづくりのためには、日常生活のさまざまな場面や機会において、人権を大切にする意識や姿勢を
根づかせることが重要となる。今後ますます多様化・複雑化する人権問題に対して、創意工夫した取り組みで事業を推
進していく必要がある。

妥当性

妥当である。

A妥当である。

影響がある。

有効性

一定の成果は上がっているが向上余地がある。

B統廃合はできない。/類似事業はない。

貢献している。
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7

事業費

活動指標

成果指標

個別評価
 本事業を市が行うのは妥当か。

 対象範囲や水準、手段は妥当か。

 事業を廃止・休止した場合の影響は大きいか。

 目的に対する成果は上がっているか。成果向上の余地はあるか。

 類似事業との統廃合はできるか。

 事業の上位目標である施策に貢献しているか。

 事業費削減の余地はあるか。

 人件費削減の余地はあるか。

 受益者負担の割合は適正か。

総合評価

 担当部局が総合的に判断した評価の理由・課題・今後の改善内容

平成29年度羽曳野市事務事業評価シート（平成28年度実施事業）
コード 643-01-02

事務事業名 人権啓発推進協議会事務事業
事務の種類 自治事務（任意のもの）

連絡先 内線1054

担当部署名 市民人権部 人権推進課
予
算
科
目

会計 一般会計
総
合
基
本
計
画

施策目標 6 歴史・文化が息づき心身ともに躍動するまち 款

施策の方向 3 人権教育・人権啓発の推進 目 人権施策費

対象（誰を・何を） 市民、団体

民生費

施策 4 平和意識・人権尊重 項 社会福祉費

28年度決算主な内訳

事業費 898 900 【事業費】
人権啓発推進協議会助成金898
千円

目的（どうしたいか）
市だけでなく各種団体が人権啓発活動に取り組むことにより、差別のない一人ひとりの基
本的人権が保障された社会の実現を目指す。

手段（事業内容）
市民フェスティバル会場での啓発活動、市と共同開催による啓発事業及び市民への啓発活動を実施。
また、南河内地域の各市人権協議会との連携・協力による事業、外部講師による委員研修の実施。

人件費 2,953 5,184

総事業費 3,851 6,084

単位：千円 27年度決算 28年度決算 29年度当初予算

指標の説明
市民が人権について考えるきっかけとなる主な啓発活動
の実施回数

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

うち市負担分 3,851 6,084

指標名 啓発活動の実施回数 (回）

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

1,728 1,800

参考数値

5 5 【H28】
啓発活動の参加人数
　市民フェスティバル1,000人
　講演会511人
　南河内推進大会141人
　研修会35人・41人

指標名 啓発活動の参加人数　(人）

指標の説明 各啓発活動の参加人数

効率性

事業費は適正である。

A人件費は適正である。

受益者負担はない。

人権が尊重されたまちづくりのためには、行政だけでなく市民や関係団体と協働して取り組むことが重要である。人権
擁護委員をはじめ、市内各種団体代表者で構成する羽曳野市人権啓発推進協議会は、すべての市民に対して人権に関す
る啓発を行っており、今後も啓発事業に対する助成を行っていく。

妥当性

妥当である。

A妥当である。

影響は大きい。

有効性

一定の成果は上がっているが向上余地がある。

B統廃合はできない。/類似事業はない。

貢献している。
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7

事業費

活動指標

成果指標

個別評価
 本事業を市が行うのは妥当か。

 対象範囲や水準、手段は妥当か。

 事業を廃止・休止した場合の影響は大きいか。

 目的に対する成果は上がっているか。成果向上の余地はあるか。

 類似事業との統廃合はできるか。

 事業の上位目標である施策に貢献しているか。

 事業費削減の余地はあるか。

 人件費削減の余地はあるか。

 受益者負担の割合は適正か。

総合評価

 担当部局が総合的に判断した評価の理由・課題・今後の改善内容

平成29年度羽曳野市事務事業評価シート（平成28年度実施事業）
コード 643-01-03

事務事業名
人権・男女共同参画フォーラム（人権推
進）開催事業

事務の種類 自治事務（任意のもの）

連絡先 内線1054

担当部署名 市民人権部 人権推進課
予
算
科
目

会計 一般会計
総
合
基
本
計
画

施策目標 6 歴史・文化が息づき心身ともに躍動するまち 款

施策の方向 3 人権教育・人権啓発の推進 目 人権施策費

対象（誰を・何を） 市民

民生費

施策 4 平和意識・人権尊重 項 社会福祉費

28年度決算主な内訳

事業費 355 0 【事業費】
会場使用料211千円
ポスター等80千円
手話通訳者謝礼12千円
要約筆記者謝礼28千円
一時保育業務委託料24千円

【特定財源】
府委託金353千円

目的（どうしたいか） 市民が人権について考える機会を提供し、市民の人権意識の高揚を図るため実施する。

手段（事業内容）
人権週間（12月4日～10日）にあわせ、有識者による人権に関する講演会を人権啓発推進協
議会と共催で実施。
※H29は男女共同参画をテーマにイベントが開催される。

人件費 4,060 0

総事業費 4,415 0

単位：千円 27年度決算 28年度決算 29年度当初予算

指標の説明 フォーラムに参加した市民の人数

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

うち市負担分 4,062 0

指標名 フォーラム事業への参加人数 (人）

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

83 -

参考数値

511 - 【参加人数】
H28:511人

【関心や理解は深まったか】
大変深まった:35.6%
まあ深まった:47.8%

指標名 参加者の関心度や理解度　（％）

指標の説明
参加者アンケートにより人権問題についての関心や理解
が深まった人の割合

効率性

事業費は適正である。

A人件費は適正である。

受益者負担はない。

今後ますます多様化・複雑化する人権問題に対して、広く市民の人権に関する意識を高めるため、創意工夫した取り組
みが求められる。その一つとして、人権週間にあわせた有識者による講演会は、人権問題についての関心や理解を高め
るための大きな柱となる事業である。

妥当性

妥当である。

A妥当である。

影響がある。

有効性

期待どおりの成果が上がっている。

A統廃合はできない。/類似事業はない。

大きく貢献している。
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事業費

活動指標

成果指標

個別評価
 本事業を市が行うのは妥当か。

 対象範囲や水準、手段は妥当か。

 事業を廃止・休止した場合の影響は大きいか。

 目的に対する成果は上がっているか。成果向上の余地はあるか。

 類似事業との統廃合はできるか。

 事業の上位目標である施策に貢献しているか。

 事業費削減の余地はあるか。

 人件費削減の余地はあるか。

 受益者負担の割合は適正か。

総合評価

 担当部局が総合的に判断した評価の理由・課題・今後の改善内容

平成29年度羽曳野市事務事業評価シート（平成28年度実施事業）
コード 651-01-01

事務事業名 男女共同参画啓発活動推進事業
事務の種類 自治事務（任意のもの）

連絡先 内線1052

担当部署名 市民人権部 人権推進課
予
算
科
目

会計 一般会計
総
合
基
本
計
画

施策目標 6 歴史・文化が息づき心身ともに躍動するまち 款

施策の方向 1 男女共同参画を支える社会づくり 目 人権施策費

対象（誰を・何を） 市、市民、事業者、教育関係者

民生費

施策 5 男女共同参画 項 社会福祉費

28年度決算主な内訳

事業費 414 477 【雑入】
・参加費39千円
【報償費】
・講師謝礼170千円
【需用費】
・啓発物品137千円
・啓発冊子87千円
・教材費（ｾﾐﾅｰ）９千円
【委託料】
・一時保育３千円

目的（どうしたいか）
広報、啓発及び男女共生セミナーの開催などにより、男女共同参画に関する理解を深め
る。

手段（事業内容）

男女共同参画週間や「女性に対する暴力をなくす運動」期間について、市広報紙への掲載やポス
ター、のぼり、懸垂幕の掲示などにより周知を行った。また、男女共同参画に関するテーマに基づ
き、市民参加型の男女共生セミナー（参加費、教材費の受益者負担あり）を実施し、作成した啓発冊
子や啓発物品を配布するなど、男女共同参画に関する情報提供や啓発を行った。

人件費 7,382 4,444

総事業費 7,796 4,921

単位：千円 27年度決算 28年度決算 29年度当初予算

指標の説明
男女共同参画に関する情報に関して広く市民に啓発（市広報･
懸垂幕･のぼり･ﾎﾟｽﾀｰの掲示･ｾﾐﾅｰ開催･物品冊子配布など）

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

うち市負担分 7,757 4,866

指標名 男女共同参画に関する啓発回数（回）

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

3,530 4,700

参考数値

26 26 ・クリアファイル：2000枚
　配布⇒1800枚
・パープルリボン：300セット
　配布⇒230セット
・冊子：2000部　配布⇒1500部

指標名 男女共同参画に関する啓発機会

指標の説明 啓発物品、冊子の配布数

効率性

事業費は適正である。

A人件費は適正である。

適正な受益者負担である。

男女共同参画社会の実現のために重要となるのは途切れることのない啓発と考えることから、今後も男女共同参画に関
する啓発を継続していく。現在、啓発物品、冊子を作成したすべてを配布できていないことから、あらゆる機会を活用
して配布していく。

妥当性

妥当である。

A妥当である。

影響がある。

有効性

一定の成果は上がっているが向上余地がある。

B統廃合はできない。/類似事業はない。

貢献している。
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事業費

活動指標

成果指標

個別評価
 本事業を市が行うのは妥当か。

 対象範囲や水準、手段は妥当か。

 事業を廃止・休止した場合の影響は大きいか。

 目的に対する成果は上がっているか。成果向上の余地はあるか。

 類似事業との統廃合はできるか。

 事業の上位目標である施策に貢献しているか。

 事業費削減の余地はあるか。

 人件費削減の余地はあるか。

 受益者負担の割合は適正か。

総合評価

 担当部局が総合的に判断した評価の理由・課題・今後の改善内容

平成29年度羽曳野市事務事業評価シート（平成28年度実施事業）
コード 651-01-02

事務事業名 女性相談事業
事務の種類 自治事務（任意のもの）

連絡先 内線1052

担当部署名 市民人権部 人権推進課
予
算
科
目

会計 一般会計
総
合
基
本
計
画

施策目標 6 歴史・文化が息づき心身ともに躍動するまち 款

施策の方向 1 男女共同参画を支える社会づくり 目 人権施策費

対象（誰を・何を） 市民

民生費

施策 5 男女共同参画 項 社会福祉費

28年度決算主な内訳

事業費 321 377 【報償費】
女性相談員謝礼252千円
【需用費】
食料費（相談員賄い）４千円
【役務費】
相談員交通費65千円

目的（どうしたいか）
性別等によるあらゆる差別的取扱いや配偶者等からの暴力など、女性が抱えるさまざまな
悩みに対して適切な助言を行い、女性自らが悩みを解決し主体的な生き方を選択できるよ
う支援する。

手段（事業内容）
女性相談員による月３回（第１水曜日、第２金曜日、第４水曜日）の女性相談とその他緊
急を要する相談及び一時保護支援などを行った。

人件費 3,691 2,592

総事業費 4,012 2,969

単位：千円 27年度決算 28年度決算 29年度当初予算

指標の説明 女性相談実施件数｛（３×３）×12月｝及びその他

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

うち市負担分 4,012 2,969

指標名 女性相談対応件数（件）

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

123 108

参考数値

126 108

指標名 希望する時期等に相談につないだ件数（件）

指標の説明 相談依頼のおおよそ１か月以内に相談につないだ件数

効率性

事業費は適正である。

A人件費は適正である。

受益者負担はない。

現在、女性相談は事前予約制で月に３日（第１水曜日、第２金曜日、第４水曜日）開催し、対応できる相談件数は１日
３件、月に９件となっている。相談者の抱える問題により継続相談を要することが多く、新規相談の予約が１か月以内
に取れない状況となっている。そのため、相談日の拡充が必要であると考えられる。

妥当性

妥当である。

A妥当である。

影響は大きい。

有効性

期待どおりの成果が上がっている。

A統廃合はできない。/類似事業はない。

大きく貢献している。
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事業費

活動指標

成果指標

個別評価
 本事業を市が行うのは妥当か。

 対象範囲や水準、手段は妥当か。

 事業を廃止・休止した場合の影響は大きいか。

 目的に対する成果は上がっているか。成果向上の余地はあるか。

 類似事業との統廃合はできるか。

 事業の上位目標である施策に貢献しているか。

 事業費削減の余地はあるか。

 人件費削減の余地はあるか。

 受益者負担の割合は適正か。

総合評価

 担当部局が総合的に判断した評価の理由・課題・今後の改善内容

平成29年度羽曳野市事務事業評価シート（平成28年度実施事業）
コード 653-01-01

事務事業名 男女共同参画推進プラン策定事業
事務の種類 自治事務（任意のもの）

連絡先 内線1052

担当部署名 市民人権部 人権推進課
予
算
科
目

会計 一般会計
総
合
基
本
計
画

施策目標 6 歴史・文化が息づき心身ともに躍動するまち 款

施策の方向 3 男女共同参画社会実現のための意識改革 目 人権施策費

対象（誰を・何を） 市、市民、事業者、教育関係者

民生費

施策 5 男女共同参画 項 社会福祉費

28年度決算主な内訳

事業費 1,460 0 【報酬】
男女共同参画推進審議会報酬82
千円
【需用費】
食料費（審議会賄い）2千円
【委託料】
男女共同参画推進プラン策定委
託料1,376千円

目的（どうしたいか）
羽曳野市男女共同参画推進条例第10条第１項に基づき、男女共同参画施策の総合的かつ計
画的な推進を図るため、基本的な計画を定める。

手段（事業内容）
男女共同参画に関する市民意識調査結果を参考資料とし、前回（第２期）プランの課題検
証を行うことで平成29年度から平成38年度までの10年間の男女共同参画に関する本市の基
本計画の目標、方針、施策の方向について定めた。

人件費 5,167 0

総事業費 6,627 0

単位：千円 27年度決算 28年度決算 29年度当初予算

指標の説明
羽曳野市男女共同参画推進本部、幹事会議、審議会の会
議開催回数

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

うち市負担分 6,627 0

指標名 第３期男女共同参画推進プランの策定に係る会議開催回数（回）

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

完了 ―

参考数値

9 ―

指標名 第３期羽曳野市男女共同参画推進プランの策定

指標の説明
平成29年度から平成38年度までを計画期間とする第３期
羽曳野市男女共同参画推進プランを策定

効率性

事業費は適正である。

A人件費は適正である。

受益者負担はない。

羽曳野市男女共同参画推進プラン‐第２期　はびきのピーチプラン‐の最終年度である平成28年度末に、第３期羽曳野
市男女共同参画推進プランを策定した。平成29年度から第３期プランを基に男女共同参画施策を推進していく。

妥当性

妥当である。

A妥当である。

影響は大きい。

有効性

期待どおりの成果が上がっている。

A統廃合はできない。/類似事業はない。

貢献している。



1

3

1

7

事業費

活動指標

成果指標

個別評価
 本事業を市が行うのは妥当か。

 対象範囲や水準、手段は妥当か。

 事業を廃止・休止した場合の影響は大きいか。

 目的に対する成果は上がっているか。成果向上の余地はあるか。

 類似事業との統廃合はできるか。

 事業の上位目標である施策に貢献しているか。

 事業費削減の余地はあるか。

 人件費削減の余地はあるか。

 受益者負担の割合は適正か。

総合評価

 担当部局が総合的に判断した評価の理由・課題・今後の改善内容

平成29年度羽曳野市事務事業評価シート（平成28年度実施事業）
コード 653-01-02

事務事業名 男女共同参画推進プラン進行管理事務事業
事務の種類 自治事務（任意のもの）

連絡先 内線1052

担当部署名 市民人権部 人権推進課
予
算
科
目

会計 一般会計
総
合
基
本
計
画

施策目標 6 歴史・文化が息づき心身ともに躍動するまち 款

施策の方向 3 男女共同参画社会実現のための意識改革 目 人権施策費

対象（誰を・何を） 市、市民、事業者、教育関係者

民生費

施策 5 男女共同参画 項 社会福祉費

28年度決算主な内訳

事業費 0 0

目的（どうしたいか） 男女共同参画推進プランに基づき、男女共同参画施策を総合的かつ計画的に推進する。

手段（事業内容）
施策担当課へ対象となる施策に関する事業の状況を調査、ヒアリングを行い、推進状況を
把握することでプランの進行管理を行い、男女共同参画推進本部、幹事会、審議会へ報告
を行った。

人件費 3,322 3,333

総事業費 3,322 3,333

単位：千円 27年度決算 28年度決算 29年度当初予算

指標の説明
プランにおいて設定された「施策の内容と方向性」の施
策件数

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

うち市負担分 3,322 3,333

指標名 「施策の内容と方向性」に基づいた施策件数（件）

指標データ
27年度実績 28年度実績 29年度目標

107 135

参考数値

118 135

指標名 「施策の内容と方向性」に基づいた施策の推進状況（件）

指標の説明
「施策の内容と方向性」に基づき実行されている施策の
件数

効率性

事業費は適正である。

A人件費は適正である。

受益者負担はない。

男女共同参画社会の実現のため、男女共同参画推進プランに基づき施策を推進しているところであるが、プランで設定
するすべての「施策の内容と方向性」に施策が実施されていないことから、今後は施策担当課と検討、調整を行う。

妥当性

妥当である。

A妥当である。

影響は大きい。

有効性

一定の成果は上がっているが向上余地がある。

B統廃合はできない。/類似事業はない。

貢献している。


